
豊中市今昔物語＊

山 本 剛 郎＊＊

以下は豊中市を事例に、現在、市域を構成して

いる集落内、集落間にみられる、居住者の生活構

造のありようを共同（体）性との関連で考察した

ものである。まず、明治期のむら規約類の分析を

おこない、次いでむら規約的精神が昭和期や平成

期においても浸透していることを検証し、さら

に、村落生活において不可欠な水の問題を共同

（体）性の観点から考え、最後に規約類の特殊ケー

スとみなされる、すなわち、共同性を背後から支

えている、財産・権利の問題を財産区財産の観点

から考える。それらを通して、かたちは変われ明

治以後今日まで共同（体）性が維持されているこ

とを実証し、併せて地域組織の一貫性、継続性、

連続性を考える。これが本稿の目的である１）。

１節 明治期のむら規約

１－１むら規約とは

近代国家において人間の行動を規定するものに

契約がある。したがって、契約が支配する近代社

会では、ある特定の限定された具体的行動を通し

て、人は他人と関係し合うのであり、そこには包

括的な人間関係は存在しない。例えば、道路をつ

くるという共同の利害のために、そしてその限り

においてのみ人は他人と共同の関係に入る。しか

も契約を結ぶ相手は地域内に限定されてはいな

い。これに対し、前近代的な伝統社会（農業社会）

では、契約は支配的ではなく、包括的・一般的関

係がみなぎっている。人は生まれたときから死ぬ

ときまで、包括的な人間関係の中に置かれ、初め

から共同の関係の中にあり、特定の具体的な行為

を通して相互に関係し合うのではない。しかし、

こういう包括的な共同の関係にありながら、特定

の事柄には、取り決めのあることが多い。それは

「むら規約」と呼ばれ、契約としてではなく、規

範として存在する。村（むら）２）の社会関係が地

域内部に限定され、閉鎖的とされる理由はそこに

あるともいえる。法支配のもとでは、特定の問題

に対して限定的な制裁がなされるが、「むら規約」

では、特定の違反に対しても包括的な制裁がなさ

れる場合が多い。村（むら）八分がこれにあたる。

自治的な「むら規約」が成立する可能性や現実

性は、一定の共同（体）性にある。つまり、一定

の共同体の存在が「むら規約」を成立させる要因

であるといえる。近代産業社会に移行するにつ

れ、「むら規約」は解体の方向にむかい、また、

たとえそれが存続しても、それは近代国家法的な

ものに変容していった。それは、江戸時代の構造

をもつ村（むら）も、徐々ながら近代国家の村に

適合するように編成されていったからであり、伝

統的な村（むら）も、ときとともに変質していく

からである。つまり、「むら規約」と共同体の関

係を、「むら規約」の存在＝共同体の存在、「むら

規約」の国家法化＝国家に都合のよい共同体への

変容、つまり共同体の変質というふうに、対応関

係にあるものと理解する。

さて、規約は何のためにつくられるのであろう

か。個々の規約には、村（むら）人が守るべき約

束事と、それに違反した場合の制裁とが記されて

いる。そもそもこれらの規約は、個々の具体的な
＊キーワード：共同（体）性、むら規約、各種組織
＊＊関西学院大学社会学部教授
１）山本剛郎「明治期における豊中のむら」、豊中市市史編纂委員会編『新修豊中市史』第９巻、１０６－２０７頁参照。
１９９８年。

２）本稿では「村」と「むら」とを区別している。前者で、市制町村制以後の行政村を、後者で市制町村制以前の
村や以後の行政村内の集落を、それぞれ意図している。
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事柄を守ることを最終の目的としているのであろ

うか、それとも、「何か」を達成するための手段

として、守ることを義務づけているものなのであ

ろうか。後者の場合、「何か」とはどういう最終

目標なのであろうか。

一般的には規約は両方の目的をもっていると考

えられよう。そして、この問題は、どういう主体

が規約をつくり、それを運用するかにかかってい

ると思われる。村（むら）人全員の合意という形

式を踏んでつくられたもので－これはなかなかあ

りえないことだが－かつ、具体的な個々の事柄の

遵守のみを目的とする規約であっても、時間の経

過のなかで、規約の運用（管理）者は、それをさ

らなる目標を達成する手段として用いることもあ

る。単に倹約を記した規約が、やがては、村（む

ら）の財政事情の悪化を好転させるため、国家政

策の遂行を維持するため、あるいは、村（むら）

の団結のためや自律性の保持のため、などと有力

者が規約に意味づけをし、村（むら）人に遵守を

迫るなどはその一例であろう。逆に、村（むら）

の上層部が村、国を問わず行政への協力という名

のもとに―これは、ひいてはむら内や村内の支配

体制を確立することにつながるのだが―規約をつ

くることもある。いずれの形式でつくられたもの

であれ、また、いずれの目的を強く持ったもので

あれ、明治期の規約を通して、村（むら）の自律

性の保持というよりは、団結やそれに基づく共同

（体）性のあり方をわれわれは問題にしたい。「規

約を通して団結を呼びかけ、それを促進させるこ

とができる」、また逆に、「団結しているから規約

の趣旨が徹底されやすい」など「むら規約」のも

つこうした特性は、村（むら）の支配層がどのよ

うに変わったにせよ、村（むら）の共同（体）性

の一面を示しているといえるからである。このよ

うに考えて、以下具体的に「むら規約」を町村制

施行の前と後との２期に分けて考える３）。

１－２ 町村制以前のむら規約４）

まず、江戸期の伝統的な「むら規約」とあまり

遊離していない規約をみよう。

［１］ 野畑村規約条例（明治１６年［１８８３］）＜野

畑村共有文書＞

�賭博の件……違反者は警察に引渡し、放免され
たあとも悔い改めない場合は交際をしない。よ

そ者で違反が発覚すると放逐。見て見ぬふりを

した者も同様に放逐される。

�山林や田畑の境界を侵す者に対する処分……罰
則に照らして処分する。

�土地開墾、職業に関する件……開墾は周囲の所
有者に告示してからすること。隣家や村中の妨

害になるようなことは許されない。

�他人入籍の件……たとえ保証人があっても、場
合によってはその入籍を許さないことがある。

入籍者に村中の規則を守らせ、速やかに本人の

帰依により檀家を定め、祖先の祭りを行わせ

る。

�貧民救助の件……困窮者には有志が慈善金を募
り、また、村内の公共の金で救助すること。

�他人を誹謗し、栄誉を害する者、不品行者、道
徳・風俗を破壊する者は、一村中の体面を汚す

ことになるため、これを禁じる。

�以上を破った者は１か月以上１年以内、村中の
使役を課す。他からの入籍者は放出する。罰則

は村中の使役。

（８３人の署名）

［２］ 野畑村会議決書（明治１９年［１８８６］）＜野

畑村共有文書＞

村会で年会法事規約、婚礼に関する規約、改正

日雇い規約などを議決している。それらは、本来

個人的な事柄ではあるが、倹約の規則ともかか

わっているので、村内での付き合いをしていくう

えで、きわめて大切な取り決めなのである。だか

ら、インフォーマルなことではあるが、それを村

会というフォーマルな場で決めておく必要があっ

たのであろう。そして、決めたからには守ること

が義務づけられ、行動の規範となったものであ

る。

その一例を「年会法事規約」（表１）にみよう。

これは、各家が法事に際し月当番を通して、役場

に貯金として差し出す額を定めたものである。な

お、当時のおおよその金銭価値を把握するため、

参考資料として同じく村会で議決された、「改正

日雇規約」をあげておこう（表２）。

３）山中永之祐氏の分類に従った。山中永之祐『日本近代国家の形成と村規約』、木鐸社、１９７５年
４）拙稿、前掲論文、１８９－１９１頁。
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［３］ 原田村盟約規定書（付属倹約法方申合概則）

（明治１６年［１８８３］ごろ）＜原田郷中倉村

文書＞

共同体としての一体性を示していると思われる

ところを抜粋しておこう。

�年中労働時間が決められている（例えば、夏期
は午前４時から午後８時まで）。決められた時

間以上の労働は構わないが、労働時間中に就業

しないものは罰せられる。

�年中の休日を定め、他に臨時休業をするとき
は、村吏または委嘱者から通告する。

�労働に関する取り決めのほか、処分される内容
が列挙されている。その一例をあげると、農業

法に従わないもの、貯蓄法に反するもの、明治

１６年（１８８３）の倹約法方を守らないもの、夜１０

時を過ぎて散歩するもの、戸長や吏員の命令に

背くもの、などである。違反すると最終的には

村内の交際を絶たれる（一切の共同の救助をし

ない）。人によっては違反しても免ぜられるこ

とがある。他方、定めを守るものは戸長を通し

て郡長より賞典を受ける。

（１５６人の署名）

［４］ 原田村貯蓄法方申合規約（明治１６年［１８８３］

ごろ）＜原田郷中倉村文書＞

これは、災害予防のために貯蓄をすることを申

し合わせたものである。貯蓄の量に関しては麦３

升から５升、米５升から１斗の間を各自に任せて

いる。組合をつくり、５人を１組とし、組頭は米

麦を売り払い、その代金を駅逓局に貯金する。こ

の申し合わせの違反者にはすべて村の付き合いが

絶たれる、とされている。

以上、この期ではかつての伝統的な「むら規約」

からあまり遊離していない規約が多々観察され

る。地域の全員の発意に基づくものであれ、上層

部が権威を保ち、支配を維持するためのものであ

れ、このような規約は、結果として村（むら）人

の行動を規制し、そうすることによって村（むら）

としての共同（体）性・一体性の維持に貢献して

いる。つまり、規約の存在は共同体的生活の持続

を示しているものといえよう。もっとも、共同体

的規制が強く働きすぎ、国の法律に照らすと違反

していると思われる箇所もないではない。ともか

くも、村（むら）規約は村（むら）人が守るべき

ものとして存在したのであり、守ることを通し

て、共同体は上層部の支配のもとで維持されてい

たといえよう。

１－３ 町村制以後のむら規約５）

次にむら規約といいながら国家の下請け的機能

を果たしている規約をみよう。

［１］ 庄内村衛生組合規約（明治３０年［１８９７］ご

ろか）＜三屋村共有文書＞

これは、行政村としての組合の規定であるが、

このほか、村内の各大字（部落）ごとに１組合を

つくっている場合が多い。そして大字組合はこれ

を数区に分け、３～１０家で小組合をつくってい

る。この組合の目的は区内の衛生状態の維持、法

定伝染病そのほか伝染性疾患の予防撲滅を期し、

公衆衛生思想の普及・啓発を行うことにある。

［２］ 大字野畑倹約条例綴（明治２９年［１８９６］４

月）＜野畑村共有文書＞

第一条 結婚は各自、次の区別により村中積立

金課賦のこと。

持参もの一荷につき金４円、小包荷は

金１円。

披露呼び衆は兄弟近親は家内呼び、そ

の他四隣等は従前とし、家内呼びは二

人とし、一人呼びは従前の通りとす。

友人呼び及び落索は断然廃止。

第二条 葬儀は婚儀の呼び衆に準ず。

第三条 参宮は下向一日だけとす。

表１ 野畑村年会法事規約

法 事 金 額 法 事 金 額

１ 周 忌
３ 年 忌
７ 年 忌
１３年 忌

５０銭
７５銭

１円
１円２５銭

１７年 忌
２５年 忌
３３年 忌
５０年 忌

１円５０銭
２円
２円５０銭
３円

表２ 改正日雇計画

職 業 日 当 職 業 日 当

大 工
左 官
藁屋根葺
黒 鍬

１８銭
１８銭
２３銭
１４銭

秋 男日雇
女日雇

間 男日雇
女日雇

１０銭
８銭

７～８銭
５～６銭

５）同上論文、１９１－１９４頁。
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第四条 節句の件。

第五条 逮夜は二人呼びは一人とし、一人呼び

は茶の子にて終わること。

第六条 報恩講は重の内及び夜食はこれを廃止。

家内呼びは一人呼びに、一人呼びは従

前の通り。

第七条 軍人入営は村中皆これを送るべし。当

人無事帰郷の節は酒２斗、米３斗と肴

を支弁すべし。

［３］ 庄内村大字三屋勤倹貯蓄申合規約（明治３７

年「１９０４」）＜三屋村共有文書＞

これは、日露戦争後生活が苦しくなったので祝

い事に際しての贈り物を廃止し、強制貯金を組ご

とに行おうと申し合わせたものである。なお、こ

の申し合わせは数年後、三屋村勤倹貯金組合規約

（年次不詳だが明治４２年［１９０９］以降）として整

備される。それは、毎月１０銭以上貯金する義務を

組合員に課す、組合長は区長がなる、規約の違反

者は除名されることがある、などを定めている。

貯金は郵便貯金規則によるところから、規約貯金

として国のために協力していることが分かる。国

の施策を、共同体の規制を利用して、推し進めた

例といえよう。

［４］ 中豊島村大字長興寺約定書（明治３６年

［１９０３］）＜長興寺村文書＞

諸費ノ漸次多額ヲ要スルヤ言ヲマタズ、故ニ

之ニ当ルノ策ヲ講ゼザルベカラズ、（中略）当

大字ニ於ケル旧慣ニ依リ浪費スル経費ヲ節減

スルノ目的ヲ以テ左ノ項目ヲ締結ス

これは、節約すべき項目を列挙したものである

が、違反者には制裁を課している。すなわち、主

背者より金３円を、従背者より金１円をそれぞれ

徴収し、これを大字の収入としている。なお、こ

れに類する規約は平成の時代にも存在する（例え

ば、生活改善規約など）が、明治期との違いは、

今日では違反者に制裁を課すことはないというこ

とである。つまり、拘束力の有無が共同（体）性

在否の分岐点であるといえよう。

なお、町村制施行後の旧村単位で倹約を旨とす

る類の規約は、このほかにも多くみられる。

［５］ 庄内村大字三屋風儀矯正組合規約（明治３６

年［１９０３］）＜三屋村共有文書＞

これはむらの賭博の悪弊を矯正することを目的

としたもので、７１人の署名からなる。むらを北、

中、南の３部に分け、各部に２人ずつの賭博監視

員を置いている。組合長や監視員は正当な理由な

く辞任できない。賭博監視員から賭博犯の報告を

受けたとき組合長は総会を開き、ことの顛末を報

告する。賭博者とは３年間その家族を含めて交際

を絶つ。農業、工業、商業でも売買、雇い入れ、

賃借の関係を絶つ。この制裁を守らない者に対し

ても賭博者と同一の制裁を課す、としている。賭

博が頻繁に横行していること、それに対しむらが

一体となって取り組んでいたこと、したがって、

違反に対する制裁は国法を超える厳しいもので

あったことが読み取れる。それは、むらの共同体

性・一体性を保とうとする姿勢にほかならない。

［６］ 庄内村島田年貢米ニ関スル規約（明治４３年

［１９１０］）＜島田村共有文書＞

豊凶ニ不抱減米ヲ申込交談数日ニ渉リ地主一

同ノ迷惑其極点ニ達ス、（中略）地主ハ漸次

資力欠乏シ国家ニ貢献スル国税ニ不足ヲ告グ

ル虞ナシトセズ、此際将来ヲ慮リ当大字内ニ

地所ヲ有スル地主一同協議之上規約ヲ締結

ス、

これは、小作人からの減米の要求に対し地主は

団結してことに当たり、同一歩調をとることを申

し合わせたものである。

以上の［１］では衛生状況に関し、行政村－む

ら（大字）－組が一体となってことに当たってい

た状況を、［２］では第七条にあるように、国家

の方針に協力し、戦時行政に住民を動員する規約

を制定し、大字でのつながりを強めることを、［３］

と［４］は、日露戦争後の苦しい生活状況に対し

て倹約の精神でむらが一体となって協力し、違反

者に制裁を加えてこの難局を乗りきろうとしてい

る状況を、［５］は倹約のためには風俗を矯正す

ることを、とりわけ賭博者を出さないことを、そ

れぞれ謳ったものである。そして、国の施策に協

力する上層部の意向の下部への浸透の強さを示す

と同時に、むらの上層部による支配性、共同（体）

性の強さの一面をも語っているが、他方、こういっ

たむらのもつ共同体的性格を逆に国が活用したと

もいえよう。［３］は分に応じた倹約を強いてい

るが、それが一層強調されると、それぞれの層ご

とに規約がつくられることになる。［６］はその
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一例である。

以上、町村制以後の時期になると、新村行財政

を旧村（むら）民に浸透・徹底させることを目的

とする「むら規約」、国の行政を直接に受けとめ

た者による新町村規約、国・町村などの命令や指

示でつくられた規約、また、日清・日露戦争後に

なると軍備拡張、戦争協力、戦時行政に住民を動

員する規約などが、みられたことがわかる。つま

り、この時期では「むら規約」は国家法化され、

あるいは国家法の中に取り込まれながらも、村（む

ら）の有力者はこの国家法化した規約を村（むら）

支配に利用したのである。「むら規約」は自治的

な性格を脱し、国家的な性格を帯びながらも「む

ら規約」という名のもとに村（むら）の上層部が

村（むら）を支配する手段として、活用されたこ

とに変わりはない。つまり、共同体の構造は変わっ

ていない、といえよう。

２節 むら規約的精神のその後の浸透・
継承──地域組織にみる共同（体）
性

以上、農業生産上の共同労働や互助組織が、冠

婚葬祭時のみならず平常時の相互扶助に代表され

る社会生活上の助け合いが、また、それらの別の

表現である限定された地域に封鎖的に累積された

社会関係が、明治期の２つの時期において、どの

ように維持されているかを、むら規約を通してみ

てきた。むら規約とは、共同体のあり方を言い換

えたものに過ぎないと考えたからである。次に、

むら規約的精神がその後の社会においてどのよう

に継承・浸透しているのかについて考える。

まず、むら規約の精神が昭和初期の法令と連続

していることを確認することから始めよう。

２‐１庄内村大字島田農事実行組合６）

この農事実行組合は、庄内村の西北に位置し、

都会の風潮を受け、人の心が軽薄に流される傾向

が次第に強くなる昭和５年（１９３０）に、農村の最

も尊ぶべき隣保共助の概念を涵養し、共存共栄の

実をあげるため、大阪府の農務課の指導のもとに

設立され、しかも実績をあげている組合である。

それは、以下の申し合わせを固く守っているから

であるが、これは何も目新しいものではなく、自

分たちの両親や祖父母が守ってきたことであり、

また、彼らからよく聞かされていたことである。

府農会による実行組合の実行申合事項は、表示は

しないが１８条からなる。

１～６条は、感謝報恩、敬神崇祖、質実剛健を

謳い、明治期の国民精神作興を受けついだものと

いってよい。銃後の後援に関する７～８条は、明

治期の軍人規約令の精神を受け継いだものと思わ

れ、庄内村は昭和１２年（１９３７）勤労奉仕班を設置

している。勤労奉仕班とは応召農家の労力欠乏を

防ぎ、彼らの生活の安定を目指したもので、この

奉仕班は集落ごとに編成され、結果として集落単

位の団結を強固なものにした。９～１１条は勤労報

国に関する内容を、１２～１８条は生活の刷新に関す

る内容を、それぞれ定めたもので、明治期の倹約

令、勤倹力行、隣保共助の精神を引き継いだもの

と考えてよい。

同じ時期、大阪府による貯蓄の呼びかけもなさ

れているが、これも明治期の「むら規約」の精神

と同じ基盤に立ったものといえる。

このように「むら規約」はその形態を変えては

いるが、その精神は昭和初期にも受け継がれてい

るといえる。それは、共同体が明治期のままでは

ないにしても、つまり、変質をともないながらも

存続していることを示すものといえる。しかも、

行政が共同体を活用し、法令の趣旨の徹底を図っ

ていることは注目に値する。そして、そうした法

令の内容は、明治期の先輩がかつてつくった内容

と同じなのである。

さらに強調すべきは、こうしたむら規約の精神

は、規約のほかに組織の中にも組み込まれてい

る、ということである。その一つに岡町区の自治

組織（区会議）がある。

２‐２岡町区の自治組織（区会議）７）

岡町区会議は、「本籍タルト寄留者タルトヲ問

ワズ岡町区ニ一戸ヲ構エテ居住スルモノ」（２条）

からなり、地域居住者を全員網羅しているという

意味できわめてオープンな組織体である。その目

６）同上論文、１９４－１９５頁。
７）同上論文、１９５－１９６頁。
豊中市立教育研究所『岡町区会議録』、１９９３年。
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的は「区ノ自治発達ヲ計リ区民ノ円満ヲ期スル」

（４条）ためで、当時（昭和６年［１９３１］）この区

会は１３の垣内に分かれ、区長以下次のような役員

（名誉職）がいた（７条）。区長代理、評議員（垣

内の互選）、信徒総代、境界明示員、衛生組合員、

消防組員、青年会幹事（２５歳以下の青年）、相談

委員（町会議員や区の功労者）。

会の運営には資金が必要であるが、そのため、

「負担金賦課ハ各所得ニヨリ評議員会ニ於テ決定

シ其ノ徴収ハ各評議員ガ月末取纏メ区長又ハ会計

掛ヘ納入スルコト」（２１条）となっており、昭和

初期にも明治期の等級表とあまり異ならない原則

で負担金が課されていたことが分かる。しかし、

「区内ニ移住者アリタル時ハ評議員ハ負担賦課ノ

集会ニ洩ナク報告スルモノトス」（２５条）とある

ように、この時期の移動はかなり激しかったよう

で、その分、賦課の算定には困難がともなったこ

とであろう。

会の主な行事に関しては、「区ノ年中行事及各

自ノ冠婚葬祭ハ別ニ定ムル規定」（２６条）に基づ

いてなされ、また、「神事祭典ハ総テ旧慣行ニヨ

ル」（２７条）とある。とりわけ「海陸軍ノ送迎ニ

ハ是非参加スルコト」（２８条）、加えて「区民中死

亡者アリタル時ハ区ノ公事トシテ所属評議員ハ之

レニ参与シテ式典ヲ扶クルコト、但シ会葬ハ、名

誉職ハ勿論区民一般ハ、可成参列スルコト」（２９

条）と強い調子で参加を訴えている。なお、それ

らの違反者に対する制裁は何も規定していない

が、それは背く者が皆無に近いからと考えられ

る。例えば、昭和６年の区内の町道の修繕に関し

て、これは町が支出するのが当然と心得るが、町

予算が不足の場合には当区が不足額を補填するこ

とも止むを得ないとして、寄付を募っている例に

みられるように、万事が区長以下の役員のリー

ダーシップのもとでなされていると判断されるか

らである。

しかし、こうした固い団結は、それ自身プラス

面をもつ一方、国家に活用されることにもなる。

例えば、昭和１３年［１９３８］８月、「国家非常時ニ

際シ国民総動員ヲ行ヒ…岡町区ハ左記団体申合セ

国防線ノ奉仕ハ軍国精神発揮ノ上ニ於テ尤モ意義

深キ義ト存ジ候ニ付テハ出動勤労ニヨリ飛行場完

成ニ万分ノ一ノ奉仕ニテモ相成候ハバ区民一同国

家的事業ノ…」と岡町区有志、同区の軍友会、消

防組、青年団の４団体は、神津村の伊丹飛行場に

勤労奉仕の採用方を願い出ている。

そして、その最たることが昭和１６年（１９４１）に

到来する。同年、「隣保団結ト万民翼賛ノ本旨ニ

則リ町内会ヲ結成スベク当区ヲ３ツニ区画シ、区

毎ニ町内会ヲ設ケ会長、副会長ヲ置キ、連合町内

会ト連絡ヲ図リ、又、町内会ハ会ノ目的達成ヲ図

ル為メ区域ヲ分チテ隣組ヲ組織シ組長、副組長ヲ

置キ是レガ役員選定ヲナスベク努力スルコトニ決

定閉会ス」とある。町内会の結成である。その一

端を次にみよう。

２‐３隣組８）

昭和１６年（１９４１）当時、豊中市はいくつかの連

合町内会に分かれていた。そうした連合町内会の

１つに桜井谷連合町内会があった。この連合町内

会は９の単位町内会（実際には自治会と呼ばれて

いたので以下ではそのように表記）に分かれてい

たが、その１つに野畑区自治会があった。この自

治会は１７組に分かれており、その１つである野畑

区第５組は１５戸前後で構成されていた。豊中市か

らの諸々の情報は、１つはこの隣組による回覧版

によって、もう１つは隣組常会と呼ばれる集会に

よって、それぞれ伝達・統制された。

以下は、桜井谷連合町内会野畑区自治会第５組

の隣組を駆け回った回覧版の一部である。時期

は、手許にあった昭和１７年（１９４２）１月－４月の

ものである９）。なお、以下の／は日時の変更を示

している。

お菓子の配給：砂糖・マッチの切符を持参する

こと。一人につき１０銭。／隣組員の死亡および英

霊凱旋のお知らせ。隣組はお参りすること。／卵、

みそ、砂糖、マッチ、醤油の販売のお知らせ：事

前に申し込みをすること。鍋の希望者は組長まで

申し込むこと。／大詔奉載日には国旗を出すこ

と。／常会の案内：時間、場所のほかに用意する

ものとして次の３点があげられている。町会費３

ヶ月分、塩の切符、貯金。／防空演習のお知らせ：

８）豊中市立教育研究所『戦時中隣組の記録』、１９９２年。
９）同上書５－１４頁。ここでは４月で打ち切ったが、同上書には昭和１８年１１月２０日までの記録が残されている。
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「家に大人がいるように」など細かい指示が記載。

／兵隊さんの着物縫い日のお知らせ：日時、場所

が指定。／シンガポール陥落であずきの配給。／

家庭用綿配給。バケツの配給。／牛肉の配給：切

符番号により配給日が異なる。不明なことが多い

ので組長に問い合わせること。／とうふ・油揚げ

の配給：番号によって配給日が異なる。／米の特

別配給日：申し込みをすること、配給手帳・印持

参のこと。／報恩講のお知らせ。／卵特別配給：

病人のみ。希望者は連合町内会へ連絡をするこ

と。／練炭の配給：今晩中に申し込むこと。／地

下足袋、ゴムの配給。／酒の特配：１軒５合。／

食パンの特配。／英霊凱旋につきお迎え：於市役

所広場。／大東亜戦争完遂翼賛選挙貫徹運動懇談

会：たくさん出席のこと。／戦死勇士市葬：於国

民学校。ご参列下さい。／家庭用食料品購入票（青

物、果物、卵、肉などの切符）：４月になっても

以前からの票をそのまま使用する。／お菓子屋に

赤ちゃんのいることを届けておくこと。／お菓子

の配給：１３歳以下の子供のある家だけ。／耕地事

業見込み地：新田の開発、山を開いて畑を開く、

排水の溝をつくったりする見込み地のある人には

補助金を出す。／防空用の検査のため揃えておく

もの：づきん、もんぺ、めがね、マスク、手袋、

水桶１パイ、砂、砂袋２０個以上、火おしき（たた

き）２本、竹２本、濡れむしろ２枚以上。警察署

長・警防団が後日、検査をする。／チフス、赤痢、

疫痢の飲み薬の申し込み（注射をしなかった人に

対し）。／団子の粉の配給：入り用者は今晩８時

に組長宅へ。くじをそれから引く。／千切りと卵

の配給：今晩８時に組長宅で配給。

こうした回覧版の内容は、大きくは、１）日用

品の配給のお知らせ、２）防空事業、３）献金、

戦死者の葬送、貯蓄、増産などの銃後の護りの徹

底、４）保健・衛生に関する内容、５）家族構成

など各種の調査、に分けられよう。これらを通し

て、戦時の統制経済、配給経済の実態の一端が理

解されるといえよう。と同時に個人の意志とは無

関係に隣組に組み入れられざるを得なかった状況

も理解されよう。各自は、隣組の中においてしか

物の配給、情報の伝達に与れなかったわけであ

り、隣組に組み入れられなければ生活は成り立た

なかったからである。強いられたこうした生活の

相互扶助は相互監視に、寄付は強制につながり、

個人のプライバシーなどは考えるべきことではな

かった。他方、そういう状況が近隣との関係を深

める方向に作用したことも事実であろう。好むと

好まざるとにかかわらず、また、明治期のとは異

質とはいえ、共同（体）性を強いられたわけであ

る。

最寄りの生活単位としての、戦争に加担してい

く組織としての、また共同（体）性の担い手とし

ての隣組の様子が理解されよう。戦後、GHQは

町内会を解散させたが、それは、GHQが町内会

を戦争に協力した組織と判断したからである。

さらに時代を下った今日の状況を次に見よう。

２‐４寺と小曾根連合町会１０）

小曾根連合町内会は、小曾根村大字小曾根を中

心とする町会の連合組織である。この連合町内会

を語るまえに、これを背後から支えている装置と

しての寺について触れておこう。

大字小曾根には３つの寺がある。いずれも真宗

本願寺派に属し、京都の興正寺の末寺であるが、

もとは、２寺は天台宗、１寺は真言宗であった。

その昔、火災に遭い旧記・文献類を焼失したこと

もあるが、いずれも由緒ある寺で、３寺とも境内

の広さは４５０坪前後である。

３寺は、西福寺、養照寺、常光寺で、それらは、

それぞれ、北の寺、中の寺、南の寺とも呼ばれ、

互いにきわめて近距離に位置している。これらの

寺は、村の教育・学校と深く関わってきた。明治

以前においては、常光寺や西福寺の住職が中心と

なって読書や算術が教えられていたという。明治

７年（１８７４）、小曾根村大字小曾根に学校（第３

番小学）が設けられるが、その場所は西福寺であっ

た。この第３番小学は、明治９年（１８７６）、西福

寺から養照寺に移転する。当時の学校は、寺や旧

家に間借りすることが多かったが、それは、学校

を建てることが、村の財政上、困難であったから

である。次善の策として村の中心的な役割を果た

している寺や旧家が活用されたのであった。しか

し、養照寺に移転後まもなく、村は、独立した校

舎を新築している。これは、豊中市内での最初の

独立校舎である。当時は、役場も同じ棟の中にあっ

１０）山本剛郎「豊中市域内の昔の村と今のむら」、奈良女子大学社会学論集第６号、２０８－２１１頁、１９９９年。
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たという。

明治２９年（１８９６）から３８年（１９０５）まで小曾根

尋常小学校（第３番小学は、明治１２年（１８７９）、

小曾根小学校と、明治１９年（１８８６）、小曾根尋常

小学校と、それぞれ改称。）の校長を勤めたのは、

常光寺の住職であった。同住職は、子弟の育成に

努め、子供のために「日曜学校」を開いたりして、

お経などを教えていたという。

さて、時間が経ち創立百周年を迎えた同小学校

は、昭和５０年（１９７５）、その記念として小冊子を

発行しているが、それからも、寺と学校の親密な

関係が読みとれる。寺の住職が、PTAの役員と

して、百周年記念事業実行委員会の役員として、

活躍しているからである。

以上は寺を学校との関連においてみたものであ

るが、寺は、単に学校や地域の教育においてのみ

ならず、村人の多くの生活領域において、また、

単に過去の話としてのみならず現在においても、

村人と深くつながっている。その最たることは、

地元層の各家は、ほぼいずれかの寺の檀家となっ

ている、ということである。寺と檀家とのつなが

りが発揮されるのは、いうまでもなく、冠婚葬祭

時、とりわけ、葬祭時においてである。寺を核と

して地元層を中心にまとまっている実態は他の所

で触れたので１１）、以下では、日常生活や生産活動

のレベルにおいて、こうしたまとまりを一層強固

にしている装置としての連合町会をみることにし

よう。

小曾根連合町会の前身は、昭和２２年（１９４７）３

月にまで遡る。当時は日赤の奉仕団としての性格

を強く持ち、「おぞね町会」と呼ばれていた。こ

れが今の小曽根連合町会の前身である。徳川時代

より大字小曾根は７０世帯前後といわれてきたが、

町会結成のころは１５０世帯くらいであった。今日

では地域内の居住者は１５０７世帯、うち、町会加入

者は１１１５、加入率は約７４％である。

「おぞね町会」内に、昭和３７年（１９６２）老人ク

ラブが、昭和４１年（１９６６）婦人部がそれぞれ発足

し、これにこれまでからある青年団・消防団・子

供会の活動を加えると、町内会の活動範囲は定

まった観がある。それ以降、総務・青年・防犯・

消防・少年・老人・婦人・公民館分館推進の各部

を擁する町会活動が展開されていくことになる。

そうしたなか昭和４６年（１９７１）、「おぞね町会」は

組織替えを迫られる。それは、その頃までに、１

つの町会組織で活動をカバーするには流入人口が

あまりにも増えすぎたことを示すものに他ならな

い。従来からの町会を連合町会とし、その下に６

つの町会を新たに設け、各町会には町会長が、そ

れらを統括する連合町会には連合町会長が、それ

ぞれ置かれることになる。その後さらに町会の編

成替えがなされ、今日、連合町会は５町会からな

る。

連合町会の活動は基本的には平成１０年（１９９８）

においても継続されている。最近の特徴として、

青年団活動がきわめて弱くなったこと、それを補

うために平成８年（１９９６）から行事協力会が新た

に設けられたこと、さらには女性による防火クラ

ブと自主防災組織とが阪神・淡路大震災後結成さ

れ、消防団の援軍としての活動を始めていること

が、それぞれあげられる。時代の変化に合わせて、

活動は今日も活発になされているといえようか。

そうした活動の一部は、昭和４２年（１９６７）３月

２０日に創刊され、今日も続いている機関誌「おぞ

ね町会報」に掲載されている。昭和２０年代、「お

ぞね町会」の長は A家の X１が務めていたが、や

がて、その子息 X２に長は引き継がれる。X２は連

合町会長に加えて市会議員の職も長く務めた。や

がて B家出身者が連合町会長を、ややあって市

会議員も引き継ぐが、平成５年（１９９３）以来 X１

の孫（X２の子息）がこの両職を引き受けている。

連合町会長の任期は２年だが、再任は妨げないの

で、連合町会長はこれまで地元のこの３人がなっ

たのみである。町会長も地元の人がなることが多

かった。実際、昭和４０年代の町会報をみると、「こ

こに住み着いたのは十数年以前、当時は戸数２００

あまり。全くの田園風景で、小学校は田圃の真ん

中にポツンとあった。当時は古くからの人と新し

くきた人との交際は少なかった」、そして、「われ

われはよそ者と呼ばれていた。」１２）という状態で

あったので、これ（地元層が町会長を務めること）

はいたしかたのないことであった。この状況は、

１１）同上論文、２０７―０８頁。
１２）おぞね町会報１５号、昭和４６年（１９７１）４月１５日
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その後改善の方向にあるとはいえ、最近でも「町

会のなかは地元の人が多く来住層はなかなか入れ

ない、町会の役員はどうして決めるのか、地元の

人が順番になるのか」１３）とささやかれることもあ

る──実際は地元の人は少数派だが、活躍してい

る人という点で、また、まとまりという点で、地

元の人が多いと映るのであろう──と町会報は伝

え、誤解を解く努力を続けている。その甲斐あっ

て今日では来住層出身の町会長も１年交代とはい

え多くなってきている。

最後に、連合町会長が結果として兼職している

市会議員について一言しておこう。大字小曾根か

ら市会議員を送り出すようになったのは昭和３４年

（１９５９）以降であるが、それは、市会議員がいな

いことの悲哀を味わったからである。その昔、中

間水路のふたを完成してもらうのに町会長（X１）

が１８０日間も役所に日参しなければならなかっ

た。石にかじりついても議員を出さねばならぬ

と、このとき多くの村人は痛感したのだった。議

員を出さないと環境（基盤）の整備という点で遅

れをとるからである。実際、議員を送り出して以

降、地域の基盤整備は順調に進んでいる。昭和４０

年代以降はとりわけそうである。それらは、川の

改修、旧小曾根村全域（小曾根・浜・北条・豊南

・若竹地区）の浸水対策、それらと関わる農業専

用水路改修工事、公共下水道管敷設工事、および、

道路拡幅・整備、さらには、学校の新設が順次な

されたことが、その都度町会報で報告されている

ことから判断されよう。

以上、地元層を中心に来住層をも巻き込んだ連

合町会は、地域活動の担い手としての、また、地

域の接着剤としての役割を果たすと同時に、市会

議員を選出する母体の機能も果たしていることが

理解されたといえよう。地域を活性化する装置と

しての連合町内会は、別言すれば、過去と現在を

つなぎ、今日も地域生活に深く入りこんでいる、

寺のバックアップを受けながら、小曽根住民の生

活を支えているといえよう。

以上、明治期のむら規約精神は、地域組織レベ

ルにおいて、今日においても意識するしないは別

にして、脈々と流れていることが読みとれたとい

えよう。

３節 水をめぐる動き

３‐１井戸水と村落生活

共同（体）性と関わる領域の一つである水の問

題を考える１４）。

昭和に入っても小曾根村では、元井戸と呼ばれ

る天竺川の堤防下のところから出てくる「しばり

水」を活用していた。しばり水とは、川底の砂の

中を通って濾過されて出てくる水のことで、地元

の呼称である。その元井戸の一つは、現在の北条

町１丁目２番の堤防下あたりにあり、まず、そこ

に湧き水をためておく。そこから、若竹池から南

に流れてくる水路を利用して、二つ目の元井戸ま

で運ぶ。この元井戸は、いったん水をためて三つ

目の元井戸に送る途中の貯水槽の役目を果たして

いた。そして、三つ目の元井戸の水は、田んぼの

畦に沿って埋めてあった竹筒を通って、北条町３

丁目３番の方に向かってまっすぐに運ばれた。こ

のように天竺川の堤防下から出た湧き水は、そこ

から、何本かの竹筒につながれて各家に流れてゆ

く。家の近くで筒を分管して、別の竹筒で家の中

の水かめに入れるのであった。当時小曾根村北条

地区は１０世帯程度であったが、彼らの生活は元井

戸に連なる竹筒を通して互いに固く結ばれていた

のである。このような共同で使う井戸が小曾根村

小曾根地区には６か所あった。井戸のある家もな

いわけではないが、それでもやはり、飲み水には

共同井戸の水が利用されていた。家で掘った井戸

には金気があって飲料用には不適だったからであ

る１５）。

井戸の掃除は毎年８月７日の七日盆の日に行わ

れた。年行司が早目に井戸掃除のことをを知らせ

にくるのが常であった。当日の朝８時ごろ各自が

作業の用意をして「柳井戸」に集まった。掃除は

昼ごろには終わり、そのあとは、年行司の家で歓

談しながら食事をとったものである。こうして、

単に井戸替えの場合だけでなく、葬式をはじめ防

１３）おぞね町会報６６号、平成９年（１９９７）１月１日。
１４）拙稿「明治期における豊中のむら」、１７５－１７６頁。
１５）豊中市立教育研究所『水とくらし』、．２９、３４頁、１９９４年。
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犯・電灯管理・道路補修・新しく入って来た人の

紹介など、町内のいろいろなことがあるごとに井

戸の利用者は集まったのである。この集会は、世

間話をする場であると同時に、情報交換の場でも

あり、いわば、井戸を仲立ちとする一種の共同体

であった１６）。

昭和２４年度（１９４９）の豊中市立教育研究所の事

業として取り組まれた社会調査によると、当時の

総世帯数１万８，４７４戸に対し約１万世帯が何らか

の方法で井戸を利用し、９，０００世帯が生活上の水

は井戸水で十分と回答している１７）。先の共同の井

戸が埋められてしまうのは、昭和４０年代の前半で

あることを合わせ考えると、井戸はつい最近まで

活用されていたといえよう。井戸水が廃れるとと

もに、井戸を契機につくられていた組織も消滅し

ていったのであろうか。

以上、昭和初期の井戸水と村落生活とのかかわ

りの一端を紹介したが、それはとりもなおさず、

明治・大正期に井戸水、ひいては水そのものが、

日常生活で果たした役割の重要性（井戸水をめぐ

る生活連関や井戸水共同体）を示唆するものであ

る。しかし、それを裏付ける資料は手許にはない。

３‐２ 農業用用水をめぐる動き１８）

むらの人にとって生活用水と同程度に又それ以

上に重要なものとして、水田耕作に必要不可欠な

農業用水がある。これは個々の農家への分割がき

わめて困難な資源であるので、水の安定的な確保

のために、個々の農家は個別性を超えて、互いに

団結して水に関する共同体を構成してきた。とり

わけ大量の張り水を必要とする水田耕作では、水

の確保がむらの死活にかかわる重要な課題であっ

ただけに、どの村も村内では協力態勢でことにあ

たり、また、村間にあっては昔から水論（水、と

りわけ農業用水に関する争い）が絶えなかったの

である。

すなわち、幕藩体制下の農村社会では、井組、

あるいは水利組と呼ばれる用水組合が存在してい

た。この用水組合は幕府や藩の支配下にあった

が、村を構成する単位として日常の水利施設の管

理・改修や用水の配分などの運営については自治

的性格を与えられていた１９）。それは、用水が慢性

的に不足気味な状況下にあって、川の上流や下流

に位置する村間における水争いを調整し、用水配

分の社会秩序を維持するためにも、また、村内の

入り組んだ水田に用水を供給するためにも、自治

的な水利組織が必要だと為政者が判断したからで

ある。

明治期になってもこうした用水配分の秩序はし

ばらく続くが、やがて政府は用水に関わる幾つか

の法令を制定する。明治２３年（１８９０）の水利組合

条例、同２９年（１８９６）の河川法、同４１年（１９０８）

の水利組合法がこれである。こうした法令の制定

はどのような結果をもたらしたのであろうか。そ

れは、端的にいえば、近世以前から存在していた

農業用水の権利、すなわち、慣行水利権が法的な

権利として認められた、ということである。加え

て、これまでの用水組合は新たに法人組織として

の普通水利組合に組織替えの方向に向かう。もっ

とも、組織替えをせず、もとの用水組合のままに

留まっているケースの方が多かったが。

そういう状況下でときは流れ、昭和２４年（１９４９）

を迎える。同年、政府は土地改良法を制定する。

これは、農村の土地改良団体としてこれまで存在

していた普通水利組合や耕地整理組合などを廃止

して、農業にかかわる組織を土地改良区に一本化

しようとするものであった。これを契機に以後、

全国的に土地改良区が多数結成され、これが農村

の有力な組織となるのであった。もっとも、用水

組合のまま留まっていた組合は、この土地改良の

対象にはならなかった。

３‐３ 豊中市の水利状況

さて、平成９年（１９９７）５月現在、豊中市には

土地改良区・水利組合に関わる組織として合計２６

の組織体がある。各組織にはそれぞれに歴史や経

緯があるが、それらを逐一個別に考える余裕はな

いので、以下、前述した一般的な流れを踏まえて、

総合的な観点から若干の解説をしておこう。

豊中市の水利状況に関してまず第一に指摘でき

１６）同上書、２７頁。
１７）同上書、８３～８４頁。
１８）拙稿、「明治期における豊中のむら」、１７９－１８２ページ。
１９）玉城哲、旗手勲、今村奈良臣『水利の社会構造』９３－９４頁、国際連合大学、１９８４年。
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ることは、明治期から平成の今日までの連続性が

みて取れるということであろう。それは、明治初

年に豊中に存在した４１の村のほとんどが今日に至

るも単独で、または、明治２２年（１８８９）時の村単

位で、何らかの水利組織を維持している、という

ことである。換言すれば、明治期以降、豊中は総

体として、多くの流入者を呼び込み、都市化・郊

外化・産業化を経験するが、他方では、代々地元

に住み続けるいわゆる地付き層が、状況は変わろ

うとも、先祖から受け継いだ土地を守っていると

いうことである。もちろん農地の、宅地や社会的

施設などへの転用は、明治期以降、年々増加の一

途をたどり、その結果、水を供給するための農地

がなくなり、事実上消滅せざるを得なくなった水

利組合もないわけではない。しかし多くの組織体

は、農地面積を大幅に減少させ、また耕作者を減

らしながらも、農業を営々と行っているのである。

しかし、地域ぐるみの農業に従事していた明治

期やそれ以前と、離農者や外部からの流入者を多

くかかえる今日とでは組織のあり方は異なったも

のとなっている。これが第二に指摘すべき点であ

る。すなわち、村ぐるみで農業をしていた明治期

は、農業にかかわるこうした水利組合のメンバー

と村落生活にかかわるいわゆる部落会のメンバー

とが、ほぼ重なっていた。いずれも村落内に代々

居を構える家で構成され、そこでの家の移動はほ

とんど考えられなかったからである。換言すれ

ば、水利組合は村落のほとんどすべての構成メン

バーを組合員とするということであった。これに

はわけがある。それは、豊中市の場合、明治期の

法令の制定に合わせて普通水利組合に編成替えを

したものは少なく、ほとんどは旧来の自治的な用

水組合のままに留まっていたから、ということで

ある。すなわち、ほとんどの水利組合は、定款の

ような明示的な組織準則をもたず不文の規律に

よって自治的に運営されてきたのであった。

しかし、都市化の進展とともに農地が宅地に転

用されはじめる。それは、地元層から多くの離農

者が現れ始めるということ、外部から多くの流入

者を抱え込むということ、を意味していた。これ

らは、構成メンバーをも含めて水利組合の組織の

あり方を変えずにはおかない。昭和３０年代や５０年

代にかなりの水利組合で規約を新設・整備してい

るのはこうした事情によるものと考えられよう。

加えて第三に指摘すべきことは、こうした都市

化の影響は、開発にともなう土砂の、および流入

者の増加にともなう生活排水の、農業水路への流

入という日常的な問題を惹起している、ことであ

る。これについては次項でも述べる。

３‐４ アンケート調査にみる水利組合

こうした点を念頭に置いて、以下、平成８年

（１９９６）になされたアンケート調査２０）の結果をも

とに、水利組合の現状をみておこう。調査の目的

は、市内の水利組合の活動の実態把握、すなわち、

水利組合がカバーしている農地や組合員の人数の

時間的変化、それとかかわって水利組合員の資格

の状況、などを把握することにあった。現豊中市

域のすべての水利に関わる組織体、すなわち、２２

の水利組合と４の土地改良区（以下ではこれらを

先と同じく組織体２１）と総称する）に郵送され、１９

通の回答を得た。もっとも、全項目に回答を寄せ

てくれた組織体は多くはなく、したがって、質問

項目によって回答数にはかなりのバラツキがあ

る。なお、土地改良区は圃場整備などをするため

につくられた、また、猪名川の改修に合わせて設

立された、大阪府の許可を得た法人組織である

が、水利組合は先述のようなかつての用水組合な

どの流れを生む任意団体である。

各組識体が現在、農業用水をカバーしている面

積、各組織体の組合員数、およびその時間的変化

をまとめると以下のようになる。

カバーしている面積 組織体の数
５ヘクタール以上 ５
５ヘクタール未満 ９

組合員数 組織体の数
３０名未満 ８
３０名以上 １０

組合員数の時間的変遷 組織体の数
戦前期より大して変わらず ４
昭和３０年代より減少 １０
昭和５０年代より減少 ２

２０）市史編纂委員会事務局に発送・回収を依頼して実施した。
２１）桜塚水利組合はすでに解散・消滅したので、先述の如く、現在、２６の組織体がある。
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今日各組識体がカバーしている面積はきわめて

少ない。農業従事者はいうにおよばず、第二種兼

業農家がきわめて少ないことを考えれば、これは

当然のことといわねばならない。そのわりには組

合員数は多いといえよう。これについては後述す

る。組合員数の減少は昭和３０年代の日本経済の高

度成長期と符合していることがわかる。それは、

その頃が豊中市の人口の急増期、いわゆる都市化

されていく時期であった、ことの証左でもある。

次に、各組織体の活動について考えよう。定款

でみる限りどの組織体の活動も大差はない。ほと

んどの組識は「農業用水路（公有水面）、農業用

道路（里道）などの管理運営をおこない、農業の

生産性の向上、農業構造の改善を図るとともに組

合員相互の親睦を図る」ことを目的とする。しか

し、「地区の実行組合や自治会のかかえる問題に

対し協力解決する」ことを活動の一つに掲げてい

るところもある。農業用水路の維持・管理に関し

て、かつては生活排水や土砂の流入が絶えず、そ

の都度組合員は溝さらえなどの労働を余儀なくさ

れていたが、生活排水については最近は下水道が

完備し、その苦労はなくなっている。土砂の流入

についても豊中市の下水道部の仕事になってい

る。しかし、水路と関わる開発工事・建築工事は

あとを絶たず、その度ごとに開発業者は水利組合

と協議し、その同意をとりつけ、土砂対策やゴミ

投棄問題について万全を期すよう義務づけられて

いる。各組織体は、時代の変化とともにその活動

や機能を変化させてはいるが、いささかもその担

う役割の重要性を低下させてはいない。単に親睦

団体としてだけでなく、地域の動きに目を光らせ

る役割を担っているのである。

最後に組合員の資格について考えよう。この点

に関しては各組織体の結成された経緯や所有して

いる財産の有無などと大いに関わり、各組織体の

独自性が色濃く反映されている。すなわち、一方

に「農業を営む組合員をもって構成」されるとす

る組織体があり、他方の極に、「古くからの村の

構成員であれば組合員になれる」、あるいは、「農

地なし、農業に従事しなくても資格あり」とする

組織体があり、この連続線上の前者よりの極に「水

利権を有するものを正組合員、水利権者でなく

なったものは組合の承認を得て準組合員となるこ

とができる」とする組織体が位置し、後者に近い

極に「農業協同組合員をもって組織する」がある

といえる。農業協同組合員は、現在では必ずしも

農業従事者とは限らないからである。以上、組合

員の資格をまとめると以下のようになろう。

１．農地の所有（所有権）

２．農業従事（耕作権）

３．古くからの村の構成員

基本的には上の１、２、とりわけ２を有する者

ということになるのだが、厳密にそれが遵守され

ているわけではない。３に関していえば、古くか

らの村の構成メンバーとは、農地の所有者・耕作

者が含意されているからであり、また、かつて農

地を所有、あるいは、耕作していた彼らが、それ

らの権利を手放した後も、組合員として留まる権

利が認められているのは、当該の組識（水利組合）

が古くからの構成メンバーだけに認められている

権利や財産をもっているからである。農業をしな

くなったからといって、組識に付随している財産

や権利を剥奪することに抵抗があるからである。

川からの水利権ではなく、所有しているため池か

ら引水している場合は特にそうである。先に見た

ように耕作面積が少ないのに組合員が多いのはこ

うしたことが理由の一つになっているといえよ

う。このように脱農家のメンバーの存在は、いわ

ゆる古くからの地元層が当該の地域に留まってい

る証拠であり、また、古くからの財産や権利を契

機に村の付き合いが維持されている証左でもあ

る。

以上、用水組合の流れを汲む水利組合は、古く

からのむらの構成メンバーが脱農した後も彼らを

組合のメンバーに加え、いわゆる地元同士の付き

合いや親睦に寄与している、ことがわかったとい

えよう。かつてのように強い拘束力はないもの

の、水利組合を通していわゆる古くからの地元層

は何重にもつながったネットワークで結ばれてい

る。それらが共同（体）性の維持に貢献しないは

ずはないといえよう。次に、普通水利組合の流れ

を汲む土地改良区の例を小曾根土地改良区を通し

てみよう。

３‐５ 過去と現在をつなぐもう一つの装置：土

地改良区２２）

大正１４年（１９２５）、小曾根村の土地所有者は耕

２２）拙稿「豊中市域内の昔の村と今のむら」２１１－２１２頁。
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地整理組合を組織する。これに参加したものは２７６

名であった。当時、村で土地を所有する戸数がそ

の程度であったのである。以後、総面積１８０町に

わたる大事業が展開されることになる。他方、こ

れより先の明治３０年（１８９７）に、小曾根村普通水

利組合が設立認可されている。これは現市域内で

はめずらしいことであった。村長がこの組合の管

理者となり、文字通り村ぐるみで水利組合は運営

された。水は村の生死に関わる大問題だからであ

る。そして、こうした水利組合や耕地整理組合の

流れは、先述のように、今日、土地改良区として

受け継がれている。

土地改良区のメンバーは、平成１０年（１９９８）現

在、１１８名で、すべて地元層である。メンバーの

資格として、農地をもっていること（所有権）か、

あるいは、農地を耕作していること（耕作権）が

必須である。明治大正の頃は村で農業に従事しな

かったものはごく限られた家であったからほぼ全

家が上記の組合に加わっていたといってよい。と

ころがその後の都市化の進展は土地を流動化さ

せ、その結果今日では、先祖代々の村の住民であっ

て、かつ地域に居住し続けていても、土地の所有

者でなくなったり、あるいは耕作権を放棄したり

すると組合員の資格を失うのである。だからとい

うわけではあるまいが、昭和３０年代以降、組合員

の数はほとんど変わっていない。

改良区のメンバーが所有する農地は、昭和４６年

（１９７１）の７１．３ヘクタールから、３０年弱を経過し

た今日では２０．４ヘクタールへと大幅に減少してい

る。農地の転用に際しては土地改良区に届け、総

会で承認を得なければならないことはいうまでも

ない。このように、農地は減少しているとはいえ、

それでもこのあたりは豊中市の中では、田園地帯

の面影を留めている数少ない地区である。豊中市

は、平成４年（１９９２）、緑地などすぐれた機能を

もつ、保全すべき農地を生産緑地に指定する制度

を導入した。生産緑地の指定を受けるということ

は、農地としての適正な管理がなされ、農業が継

続してなされなければならないことを意味する。

それはとりもなおさず、宅地の造成や都市的施設

の建設は一定期間できないことを示すものであ

る。そういう制約があるにも関わらず、豊中市全

体の生産緑地に占める、この地区（小曾根村）の

比率はきわめて高いのである。その担い手が土地

改良区のメンバーであることはいうまでもない。

総会は年に１度、４月に開かれる。予算は１００

万程度であるが、組合費は徴収しない。それは、

土地改良区に財産があるからである。池を売った

際の基金に加えて、所有する５つの池のうち２つ

がそれぞれ、養魚地、釣り堀池として業者に賃貸

されているからである。

この土地改良区のメンバーは、居住地区ごとに

農家実行組合を組織している。これは大字単位に

つくられているもので、いわば、昔のむらの寄り

合いである。小曾根農家実行組合、浜農家実行組

合、下寺内農家実行組合などがこれである。他所

からの来住者層が増えるにつれ、地元層は数的に

は圧倒的に不利な状況に置かれているのだが、そ

れを十二分にカバーしているのがこの実行組合の

団結の強さである。その象徴的なこととして、実

行組合は、農協、土地改良区、農業委員、福祉協

議会、公民館分館委員、保護司、その他市の指定

する委員を送り出す選出母体となっていることが

あげられる。さらにいえば、こうした団結は組織

のもつ財産によって支えられているといえよう。

昔ながらのむら組織が今も生きている所以であ

る。

以上、地元層を中心に水利組織がしっかりと維

持されていることをみてきた。そしてこうした水

利組織が地域組織の中核に位置づけられているこ

ともわかった、といえよう。その一端は次節で再

度確認する。

４節 共同体的名残を留める今日的状況

４‐１行政区と財産区

明治２２年（１８９９）の町村制施行にともなって成

立した新町村は、国家行政の末端組織であり、町

村民の生活とはかけはなれた大きな自治体であっ

た。そこで、住民は、もとの旧村の組織を多く活

用した。つまり、これまでのむらまつりや水利慣

行をはじめとする生活に密着した固有の事務や、

古くからの共有となっている山野などの各種財産

の管理・運営は、もとの旧村の組織に基づいてな

されることが多かった。この山野は薪や肥料、建

築資材などに利用される生活の基盤であったの
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で、これは当然のことであった。すなわち、新町

村が行政的には一個の町村となったにもかかわら

ず、住民の生活は依然としてもとの旧村の組織で

営まれた。こうしたことを考慮して、明治政府は

旧村を大字（部落）として残し、これを区として

新町村の下部組織に組み込んだのである。この区

は行政区と呼ばれた。

さらに明治政府は、町村の一部としての大字（部

落）の財産について、部落の権利主体を認めると

ともに、部落が固有の管理機関を持ち、市町村の

介入を排除して部落財産を管理することのでき

る、いわゆる財産区制度を導入したのであった。

この財産区は、部落有財産を市町村の一部である

部落の財産とみなしたものであるが、他方、この

部落有財産を住民の生活共同体である部落の財

産、すなわち入会財産とみなす考え方もある２３）。

さて豊中市の場合、昭和３２年度（１９５７）以降の

財産区財産の処分状況を整理すると、延べにして

７０の財産区がその財産を処分し、公共的利用に供

していること、処分されたものの多くはため池で

あったこと、処分後の土地の多くは住宅用地、道

路用地としてだが、それ以外にも学校、病院、公

園用地としても活用されていること、処分面積の

最大は、４万４，４９５�（約１万３，４６０坪）にも達し、
また、地理的には市の北部に集中していること、

などがわかる。これらを時系列的に丹念に分析す

れば、豊中市の都市化の過程を示す指標として考

えることもできよう。

平成９年（１９９７）現在、さらに延べ４４の財産区

が存在している。その多くは溜池と墓地である。

これは、明治期以来の共同体の名残をとどめた存

在と考えることができよう。今日でも、各財産区

ではいわゆる地元民が中心となって、水利組合や

土地改良区を活発に組織・運営し、溜池を今日的

状況に適応させ、また、祖先が圧縮されている墓

地を、村（むら）の融合の一環として機能させて

いるからである。それはかつてのように活発では

ないが、かといって、形骸化することもなく、管

理・運営されているように思われる。以下、明治

期の名残をとどめている例を若干紹介しよう。

４‐２小曾根土地改良区での訴訟２４）

小曾根土地改良区での訴訟には、利害の異なる

４当事者がかかわっていた。溜池の水利権をもつ

小曾根土地改良区、この土地改良区から釣り堀の

使用権を認められ、営業を行っている釣り堀業

者、釣り客により地域の風紀が乱れ、また、駐車

違反などの迷惑が絶えず、釣り堀施設の撤去を要

望してやまない地元自治会、そして、釣り堀施設

の撤去に反対する釣り愛好家の集まりがこれであ

る。この４者の関係をみると、それは、一方の極

に釣り愛好家および彼らに後押しされて営業を続

ける釣り堀業者があり、他方の極に釣り堀施設の

撤去を願っている地元自治会がおり、両者の間に

溜池の水利権をもつ小曾根土地改良区が位置し、

釣り堀業者らからは営業許可の更新を、自治会か

らは営業許可の延長を認めないように求められて

いる。そして、自治会からは施設撤去の要望書が、

愛好家グループからは釣り堀継続の要望書が、そ

れぞれ大阪府に差し出されている。業者と土地改

良区との話し合いの決着はつかず、調停に持ち込

まれた。昭和５７年（１９８２）から６２年（１９８７）にか

けてのことである。ここでの関心は、どのように

決着したかにあるのではなく、水利権が今日でも

なお地域社会と深くかかわっている点にある。小

曾根土地改良区は開店休業状態の名のみの組織で

はなく、先にみたようにメンバー間のつながりは

堅固である。それは、営業収入をあげているから

だけではない。改良区のメンバーが業者との話し

合いや、また、調停に向けて活発で熱心な討論を

展開しているからであり、それというのも、代々

の地元の土地所有者の集まりだからである。かつ

てのような全生活にわたるつながりが無いからこ

そ、また、代々の地元層でありながら少数者となっ

てしまっているために、気持ちのうえでのつなが

りはかえって強いという。いわば、「むらの精神」２５）

の継承が読み取れる。つまり、地域に点在してい

２３）以下では、前者すなわち財産区有財産の例を４－５で、後者すなわち実質上の入会財産に近い例を４－２～４
－４で、それぞれ紹介している。もっとも、両者の差異はここでは微妙なものであるが。

２４）拙稿「明治期における豊中のむら」、２００－２０２頁。
２５）個々人の意志は純粋にその個人の意志だけでなく、遠き過去からの計り知れない多くの人につながっている個

人意志なのである。ここにわれわれは、時代時代の個人を縦にも横にも貫いている一個の精神の存在を認めな
いわけにはいかない。この精神を鈴木榮太郎はむらの精神と名づけたのである。これは、生活のあらゆる方面に
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る地元層の間では、かつての生産手段であった水

利の装置を維持する（利用するのではない）なか

で、地元層としての精神的なつながりをも維持し

ているといえよう。しかし、繰り返しになるが、

これによって、全生活のつながりが図られている

わけではない。

４‐３長興寺水利組合ボート部２６）

上記の例は第三者に営業を認めているケースで

あるが、自ら事業を行っている組合もある。長興

寺水利組合がこれで、同組合はボート部を組織

し、組合が水利権をもつ池で貸しボートを経営し

ている。事業の運営は組合員の当番制とし、交代

で勤務につくことを規約で定めている。組合の運

営経費は貸しボートの収益金やそのほかの収入で

まかなわれ、当番の日当も当然のことながら支給

される。主な事業として、貸しボート経営のほか

年１回の親睦旅行が規定に定められている。川の

水利権ではなく、池の水利権であるということ

が、また、その池が大都市近辺の服部緑地内とい

う観光地に位置していることが、営業収入をかな

りのものにし、それが組合を活性化している要因

である。かつては生産手段を共同利用して、農作

業を行ったが、今日では生産手段としてではな

く、観光用に共同で活用している。池のもつ意味

は昔とは異なり、池を契機につながる程度も弱く

はなっているが、今日でも依然として池は地元層

を引き付ける要因であるといえよう。また同組合

では、組合員の新規加入を認めていない。つまり、

組合員は１家に１人で、成人した複数の子どもが

いても、親の権利を譲渡できるのは１子のみで、

残りの子どもには新規の加入を許さないという。

組合員の人数を一定に保つためである。というこ

とは、動機は何あれ、地元層が互いに地元層同士

を意識する契機は十分にあるといえる。それが、

幾分特定の目的を志向したもの（貸しボート経営）

であったとしてもである。

４‐４旧庄内村大島鳩恩会２７）

洲到止村の人たちは、かつて共有財産を地元の

役員層の共有名義で保管していたが、昭和１５年

（１９４０）、名義を合資会社組織に切り替え、その組

織の名を「大島鳩恩会」とした。その後、昭和４０

年（１９６５）、大島鳩恩会所有の土地１反７畝のう

ち、４００坪が府道敷地として買い上げられること

になった。この資金をもとに、大島鳩恩会は昭和

４２年（１９６７）、洲到止八幡宮の再建を会員と地域

住民に呼びかけた。「八幡宮御造営趣意書」の前

文は次のようにいう。「八幡宮は郷土の守護神と

して氏子斉しく崇拝申し上げし神様で比類なき立

派なお宮であったが、明治３９年（１９０６）の神社合

祀令により周辺６大字の各神社が合祀され、その

数年後には庄内神社が創建された。当時の法令で

は基本金が４，０００円あれば合祀しなくてもよいと

のことであり、氏子は一時存置も考えたが、周辺

の各大字はすべて八幡宮の合祀に傾いていたの

で、お付き合いとして庄内神社への移築に踏み

切ったのであった。合祀後、むら人は、その跡地

に小宮を建て、宮番が毎年交代でお勤めをし、神

域を清め、善男善女の参詣の便宜を図り、今日を

迎える（中略）」。そして、造営の趣旨は次のよう

に述べられている。「�今回、先祖伝来の所有地
が府道の敷地として買収され、まとまった資金が

入るにつき、これを有意義に活用することを願う

ため。�庄内神社に合祀の際、われわれの先輩は
その保持を熱望したが、止むなく合祀した心情を

察し、この精神を復活させることは後輩としての

義務であろう」。

趣意書通りに八幡宮は造営され、また、昭和４３

年（１９６８）には供養塔も建立された。その供養塔

は、「明治１００年」を記念するために、「むら」の

全祖先の御霊を１か所に納め、その冥福を祈り、

追善供養をするためのものであった。われわれは

ここにも「むらの精神」をかぎとることができる。

なお、合資会社大島鳩恩会は商法上組織替えを

し、平成２年（１９９０）に株式会社大島豊紘会と、

同５年（１９９３）にはさらに株式会社大島鳩恩会と

名称変更を行った。

昭和１５年（１９４０）当時、８０戸の家で形成された

会ではあるが、平成６年（１９９４）現在、７６戸を保っ

わたる体系的な行動の原理であり、行動を方向づける規範である。鈴木榮太郎著作集�、１０６－７頁、未来社、
１９６８年。

２６）拙稿、「明治期における豊中のむら」、２０２－２０３頁。
２７）同上論文、２０３－２０５頁。
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ている。減少戸数が少ないのは大阪大都市圏内に

位置するからであり、戸数増加がみられないのは

一家に権利者は１人と定めているからである。八

幡宮の造営には、地元自治会にも呼びかけ、地域

住民の協力を仰いだ。したがって、祭りなどの地

域行事には多くの地域住民（来住層）の参加が見

込まれている。平成９年（１９９７）末現在、それぞ

れ１８０戸、２５０戸の会員を擁する２つの自治会があ

り、地元民はこのいずれかに属している。しかし、

宮番の制度は、１１組に分かれた７６戸の地元層に任

され、各組が１年単位で宮の掃除や祭りの当番を

受け持っている。したがって、地元層には１１年に

１度当番が回ってくる。加えて地元民同士のつな

がりとして、財産の賃貸収入を配当する目的で株

主総会が年に１度開かれる。これは、昔風にいえ

ば、寄り合いである。このようにみてくると、こ

こにも、宮当番や株主総会を契機に旧村の共同

（体）性・一体性の一面を垣間見ることができよ

う。そして、その一体性を支えているものは、先

祖伝来の土地なのである。生活のスタイルは変

わっても、「むらの精神」はある程度引き継がれ

ているといえるであろう。

４‐５ 旧熊野田村通称二の切池処分問題２８）

豊中市は、「二の切池」とよばれる約３万平方

メートル強の池沼を府の計画緑地用地として譲渡

してほしい旨の要請を大阪府から受ける。市議会

は、昭和５６年（１９８１）３月、豊中市（旧熊野田村）

財産区財産であるこの通称「二の切池」を公用廃

止し、大阪府に売却処分することに決定、これを

受けて、財産区財産の管理者である豊中市長は大

阪府知事と土地売買契約を締結する。

この売買契約とは別に、両者は、次のような覚

え書きを取り交わす。

豊中市は「二の切池」の水利権を放棄する。

大阪府は「二の切池」を利用する農地が存続

する間は水の利用を認める。

大阪府が「二の切池」を埋め立てる場合には

豊中市と協議する。

この契約を取り結ぶにあたって豊中市がクリア

しなければならない２つのハードルがあった。１

つは、実質の用益権者である水利組合との話し合

い・説得、２つは、当該地域の利益代表である自

治会との話し合い、である。

前者に関しては、水利組合側からすれば、この

池は形式的には豊中市の財産区に組み入れられて

いるが、実質は村（熊野田村）のもの、村人の共

有財産なのである。この地に代々住む者が受け継

いできた村人の生活・生産上の財産であり、村人

が多年にわたって利用・補修・管理してきた汗の

結晶なのである。しかし、大阪市と近接している

こともあってこの辺り一帯の都市化の進展はめざ

ましく、農地はほとんどが宅地や都市的利用に供

せられるようになっていった。これは、今日では

かつてほどには農業従事者がいないことを、つま

り、池がカバーすべき農地がきわめて少なくなっ

てきたことを、それにひきかえ水路などを含めて

その維持・管理が重荷になってきていることを意

味する。そういう状況ではあっても、先祖から受

け継いでいる池を自分たちの代に売却してしまう

ことにためらい、後ろめたさを感じるものが多

く、ケンケンガクガクの議論がなされたことは想

像に難くない。

豊中市は、こういう事情をかかえる実質の用益

権者である水利組合と話し合いを続け、最終的

に、水利組合から市宛に「財産区財産の公用廃止

ならびに処分申請書」を提出させることに成功し

たのである。そこには、埋め立てる際には水利組

合と協議の上、５，０００平米は有水面のまま存置す

る旨を記した文言が、処分する土地の地目・面積

・所在地、処分金額、処分先、処分金額の配分方

とともに、明記されている。つまり、いわゆる水

利権による水利補償の優先実施を条件として協議

が整い、大阪府に処分することに決定した旨が記

載されているわけである。

後者の地域の代表である自治会との話し合いに

関しては、これは何の問題もなく話し合いは進

み、市は、先のとまったく同様の「財産区財産の

公用廃止ならびに処分申請書」を自治会（正式に

は４つの単位自治会からなる連合自治会）からも

受け取ったのである。これも、上とまったく同主

旨のものである。

この２つの処分申請書をもって、いわゆる地元

の同意が得られたとして、市（市長）は、先述の

ように、市議会に同意を求めた上、大阪府と当該

２８）豊中市の資料による。
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土地の処分の契約をしたのであった。

以上の手続きは、どの都市でも大同小異であろ

うが、整理をかねて繰り返しいえば、上のような

財産区財産上の旧慣使用権を廃止する場合、旧慣

使用者（水利組合）の同意と当該地域内住民（自

治会）の同意を得ることが先決である。そしてこ

れを見届けた上で議会の議決を得る、ということ

になる。問題となりそうな旧慣使用者の同意にあ

たっては、残存農地の実態調査や水利調査をおこ

なう、水利権者が耕作を希望する場合には、水利

確保のための水利施設の補修工事について協議す

る、水利権者が耕作を放棄する（水利権を放棄す

る）場合には金銭補償について協議する、ことと

豊中市は定めている。処分金のうち、２割相当額

は自治体に寄付することになっている。今回の場

合、耕作を希望するものには深井戸施設で対応す

ることになり、売却金の２割は市に寄付され、残

りの８割のうち、１／４は水利補償費に充てら

れ、３／４は財産区積立金として市の管理に任さ

れた。この積立金の使われかたは、１）財産区の

住民の福祉を増進するものであること、２）市町

村との一体性を損なうものでないこと、に合致す

るものでなければならない。財産区財産の処分は

単に旧慣使用者だけでなく、当該地域の全住民が

関わることになる所以である。

５節 明治の精神は生きている

以上大雑把ではあったが、明治以降今日にいた

る豊中の地域社会の動きを、共同（体）性に焦点

をあててみてきた。

成熟した都市化社会の状況にありながら、むら

規約やそれと関わる組織を通してみる限り、地域

社会の団結や共同（体）性の一端は、変質をとも

ないながらも維持されていることが理解された、

といえよう。つまり、全体社会が産業化の方向に

あるなかで、地域社会住民はその変動過程に適応

してきた、その結果として、われわれは、かつて

の共同（体）性の全部ではないが、その名残を十

分に垣間見ることができた、あるいはその一端を

かぎとることができた、あるいは、その生きてい

る領域の存在を確認できた、と考える。

共同（体）性がみられるのはどうしてなのか。

それは、そこに共同（体）性を支える装置が残存

しているからである。その装置とは、かつての村

落生活の維持に不可欠であった諸々のむら組織の

ことである。それらは、昔の入会財産に関わる組

識であり、また、その流れを汲む財産区財産に関

わる組織であり、あるいは農業に必須の組織で

あった水利組合であり、そして、村落生活に関わ

る諸々の組織である。それらがなければ村落生活

が成り立たないからである。地域住民は、かつて

は、こうした組織にほぼ全員が加入していた。そ

して、そうした組織が規約に裏打ちされたもので

あったことはいうまでもない。

ところが、時間の経過とともに全体社会の都市

化・産業化の影響で農業従事者は大幅に減少す

る。それとともに各組識のメンバーも減少する。

しかし、組識は決して消滅はしない。少なくとも

当該の地域社会が豊中市のように大都市圏に立地

している場合はそうである。そして、少なくとも

その組識が何らかの権利・旧慣・財産と関わって

いる限りはそうである。

なぜならば、そこでは通勤兼業が可能であるか

らであり、農地がきわめて高い交換価値を持ち出

したからであり、それにともなって、諸々の既得

権益がモノをいいだしたからである。土地に留

まって趣味程度の農地を持ち続ける限り先祖から

受け継いだ農業組識のメンバーは保証されるから

である。彼らは仕事を求めて他所に移動する必要

はないし、また、本格的な農業をするため他所に

移る人は少なかった。他所で農業をするには一か

ら諸々の関係をつくり始めなければならないから

である。

こうした状況を今日的視点から見ると、それは

地元層が組識（財産と関わる）を中心にまとまっ

ている、本格的な農業はしないもののかつてのむ

ら組織は維持されている、そして明治期に意図さ

れた共同（体）性とは異なるものとはいえ、地元

層が財産や権利を守るという点で互いに協力・団

結・共同している、そのように映るのである。

そして、地元層がしっかりと団結を保っている

地域では、先に見た小曾根のように連合自治会

が、来住層をも巻き込んで活発に活動を展開して

いるのであり、また、熊野田のように地元の連合

自治会と協力して財産区財産の有効利用を考えて
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いるのである。

明治期の精神は生きているといえようか。と

いってもわれわれは、住民の全生活・生産をコン

トロールするような明治期に認められた村落共同

体的なものが認められるといっているのではな

い。時代にマッチした共同（体）性がみられる、

ということである。生活の一部の共同ということ

である。どういう一部かは、そして、その共同の

強さは、地域によって異なるであろう。それは、

地域の共同の強さが、それを裏打ちしている既得

権益が、そして、地元民の当該地域に対する愛着

が異なるからである。それが地域の独自性、個性

というものであろうか。
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Toyonaka City Past and Present

ABSTRACT

The following article analyzes the transformation of Toyonaka City since the Meiji

era from the perspective of its communality. With this analysis, we come to under-

stand that, although the city is now well urbanized, when observed through its local

rules and the related organizations, the solidarity and communality of the city has

been maintained with some alterations. In other words, although the entire society

has shown a general trend toward industrialization, the members of the community

have adapted themselves to the changes. As a result, we can conclude that not all,

but some part of its communality, remains, or that there are some areas where com-

munality has survived.

The reason is that there still exist devices that sustain its communality. The de-

vices here mean various local organizations that used to be indispensable for rural

life, such as the ones to deal with communal property, water rights, and other essen-

tial factors of everyday life. In the past, the entire community was included in the

membership of such organizations, and, of course, there were established rules to op-

erate them.

Logicaiiy, the spirit of the Meiji era is preserved here. This does not mean that the

powerful rural communality which controlled the whole life and production of the

community then, can still be observed at present. What exists now is the communal-

ity that reflects the present time, that covers some part of the life of its members.

Which part it covers, and how strongly, may vary according to the region, because

the power of each region, its vested interests, and the degree of attachments of the

inhabitants toward the region are different.

Key Words: Communality, Local rule, Local Organization
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